
Ｑ 日本では格差の問題はどのようになっていますか。

Ａ

●格差の現状

格差を測る指標の一つに「ジニ係数」がある。これは、所得の分布につい

て、完全に平等に分配されている場合と比べて、どれだけ偏っているかを、

０から１までの数値で表したものである。仮に完全に平等な状態であれば、

ジニ係数は０となり、１に近くなるほど不平等度が大きくなる。

近年、人口構成の高齢化、単身世帯化が進む中で、ジニ係数で見ると緩や

かに格差が拡大してきている。これは、高齢者の所得には人生を通じて働い

て積み重ねてきた結果が反映されるため、もともとジニ係数が大きくなると

ころ、高齢者の比率が高まると全体のジニ係数が高まることになるという理

由と、若年層において近年正規・非正規労働の分化などが生じているために

格差が広がる傾向にあることが主な理由である。

ただし、社会保障制度などを通じた再分配後のジニ係数はほぼ横ばいとな

っており、社会保障制度などが再分配機能を発揮していることがわかる。

高齢化の進展を和らげる人口問題への取組、若年層の貧困問題の適切な対

応、社会保障制度の持続可能性の確保など、格差の問題は、重要な経済・社

会政策の真価が問われる重要な問題である。
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＜図表 ジニ係数の推移＞

（備考）厚生労働省「所得再分配調査」

＜図表 年齢階層別ジニ係数の変化＞

（注）等価可処分所得でのジニ係数を見ると、各種所得再分配の効果によって、各年齢層においてジニ係数は低下

（格差が縮小）する。

（備考）厚生労働省「所得再分配調査」

近年若年層で格差が広がる傾向

高齢者層にはある程度格差がある
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●成長と格差

経済成長と格差の関係については、市場原理の下で経済成長すると、勝者

と敗者に分かれるために、格差を拡大させるという面と、一方で、経済成長

が停滞すれば再分配に充てられる果実が生まれないため、それに伴い格差が

固定化するという面がある。

また、所得格差が拡大すると、経済成長が低下する、という方向性での分

析がある。近年、多くの先進諸国では、過去 年で富裕層と貧困層の格差が

最大となる一方、中長期的な成長率が低下しているとされる。成長のエンジ

ンは人的資本であり、格差の存在、程度が人的資本の蓄積に悪影響を及ぼさ

ないことが重要である。

また、経済成長の果実の分配は、市場原理に委ねても相応に進むという考

え方がある。経済にはそういう面もあると考えられるが、人口急減・超高齢

化へ向かっている日本の状況に照らせば、前述のとおり、社会保障制度など

による再分配をきちんと行いながら、人口問題や若者層の貧困問題へ適切に

対応していくことが重要である。

●地域の格差

日本では戦後、三大都市圏を中心とした都市圏と、農漁村を含む地方圏と

の間での所得格差が続いてきた。そして、こういった所得格差と人口移動の

間には密接な関係があり、より所得の高い魅力的な地域に、地方から若年層

を中心に人口が流出してきたと考えることができる。

一方で、都市圏と地方圏の格差を考える際に、単純に所得格差のみを比較

してよいのかという問題もある。地域によって生活に必要な費用は異なり、

また物価の違い、住宅環境の違いなどがある。単に所得の金額だけを比較し

てどちらが豊かかを論じることは必ずしも適切ではないであろう。

なお前述したとおり、近年、経済の水準というよりも経済状況の好不況が、

若年層の人口移動や出生率に影響を及ぼす傾向が出てきているとみられる。
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＜図表 東京圏における転入超過数と所得格差の推移＞

（備考）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、内閣府「県民経済計算」

転入超過数は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県の１都３県の転入超過数計。

所得格差は県民経済計算の「一人当たり県民所得」の全国計に対する東京都の比率。
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